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１．はじめに























　2018 年の在留外国人数は、2,637,251 人（6 月
末現在）、外国人世帯数は 1,393,537、複数国籍世
帯数は 460,658（1 月 1 日現在）となった。
　サンフランシスコ条約発効の 1952 年 4 月から
2017 年までに日本国籍を取得した外国人は累積
550,715 人となる。また、1985 年の国籍法改正（父
母両系主義の導入）により、1987 年から 2017 年
までに生まれた外国にルーツを持つ日本人は累積































間に位置し、面積約 1,857 ha、東西約 2.5 km、南






82.4％を占め、第 2 次産業従事者が 17.4％である。







ると、人口増加数では 2,202 人（兵庫県内順位 3
位）、人口増加率では 2.36％（同 1 位）、世帯増加
率では 5.55％（同 3 位）である（表 2）。
29.1.1現在 （28.10.1）
住基台帳 面積
（増減率） （2.9％） （2.3％） （△ 0.5%） （27国調）
人口 93,238人 95,350人 96,246人 人口密度
（27国調）
（増減率） （4.7％） （5.4％） （△ 0.2%） 年少人口割合


















区分 22国調 27国調 （18.47）km2
〔表２〕芦屋市の人口・世帯数増減の状況















　芦屋市史 6 の沿革によると、1889（明治 22）
年 4 月 1 日、前年の「4 市制・町村制」公布を受
けて、旧打出村と芦屋村、津知村、三条村が合体
して精道村が設置される。そして 1940（昭和 15）





























　1995 年 1 月 17 日の「阪神・淡路大震災」によ
る芦屋市の住宅倒壊率は 50.9％と阪神間最大であ















は 1961 年 8 月に発足したが、1993 年に発展解消
され、芦屋市国際交流協会が芦屋市の外郭団体と
して 1993 年 4 月に誕生する。2008 年 4 月には法




6　新修芦屋市史本編（昭和 46 年刊行）第 7 章
7　 「阪神・淡路大震災芦屋の記録」（芦屋市都市建設部防災安全課作成、2014 年 11 月 28 日更新）
8　芦屋市国際交流協会の HP（http://www.ashiya-sec.jp/index.html）より
〔表3〕阪神・淡路大震災（1995年1月）前後の芦屋市の外国人人口（芦屋市統計）
年・月 1983・03 1993・12 1995・10 1996・04 1997・04 1998・04 1999・04 2000・12






　芦屋市内には、現在幼稚園 12 園（1998 年に市
立山手幼稚園が閉園）、市立小学校 8 校（1998 年
に市立三条小学校が閉校）、中学校 5 校（公立 3、
私立 2）、県立特別支援学校 1 校、県立中等教育
学校 1 校、高等学校 5 校（県立全日制 2・私立全
日制 2・私立通信制 1）がある（表 4）。
　ほか保育所 17 か所、認定こども園 1 か所、私
立大学 1 校、私立短期大学 1 校、私立専修学校 1
校、独立行政法人大学校 1 校（海技大学校）があ




























　また、在住外国人意識調査も 1992 年と 2008 年





9　「芦屋市震災復興 10 年（まち・人・くらし活性化推進）総括・検証」資料 No.2「統計でみる芦屋市の現況」














高校と同じ敷地にあったが、2004 年 3 月末に閉
校になった。また、1962（昭和 37）年 4 月に開
校された芦屋市立芦屋高等学校（普通科全日制）





































































国籍等 人数 国籍等 人数 国籍等 人数




































































































　2012 年から 2016 年までの芦屋市の外国人の国
民健康保険加入状況は表 8 である（芦屋市提供）。























































































































る 10（ 月 額 市 費 16,638 円、 県 費 16,637 円、 計





1980 年（864 人）以降は急増する。1990 年に新
入国管理法が制定され、入国と就労が可能となっ
た日系ブラジル人・ペルー人等が阪神・淡路大震
災前年の 1994 年 12 月末現在（1,698 人）まで増
加を続ける。震災時の避難等で 1995 年 12 月末
の統計は前年比 93.5％（1,587 人）と減少したが、
翌年より緩やかに増加を続ける。しかし、2008
年のリーマンショックと 2011 年 3 月の東日本大
震災で再び減少する。2014 年頃より増加傾向と
なり、1,600 人前後を上下して、2017 年には 1,632
人となる（図 1、表 9）。
　兵庫県の外国人住民数も 1980 年（74,027 人）
か ら 増 加 し、1995 年 に 減 少 す る（97,542 人 ）。
1996 年以降は芦屋市と同様、緩やかに増加する。
2005 年（102,721 人）をピークに減少し、2015 年
より再び増加傾向を示し、2017 年には 105,613 人
となる。
　芦屋市の総人口は 96,307 人で、うち外国人住
民は 1,540 人であるため、全人口の約 1.6％とな

































































































































































































以降 2017 年まで第 1 位は韓国・朝鮮 11、第 2 位
は中国 12 である。他府県と違い、中国が第 1 位
となっていない。第 3 位も長く米国である（芦屋
では 2017 年まで、兵庫県では 1992 年まで）。兵
庫県は全国的にも米国籍をもつ人が多く、全国で
第 5 位である（2013 年 6 月末）。芦屋市でも米国
籍をもつ人が多い。近年では、フィリピン、ベト
ナム、ブラジル国籍者が多くなる（表 11）。
　1983 年と 2017 年の芦屋市の国籍別外国人住民
をみると、1983 年では韓国・朝鮮が全体の 50％、
そして中国 13％、インド 4％で、計 67％を占め




芦屋市（人） 兵庫県（人） 芦屋市（人） 兵庫県（人） 芦屋市（人） 兵庫県（人）




































































中国 中国 中国 中国

























































































































































































のである。「特別永住 13」が第 1 位で、次に「永
住 14」、そして「留学 15」となっている。第 4 位が「家
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
比率
〔図5〕芦屋市の外国人住民の男女比率の推移（各年住民台帳より）




　住民基本台帳から 5 歳ごとの年齢別数を 2013
年から 2017 年まで集計した（図 6）。「0 ～ 4 歳」





　減少しているのが「30 ～ 34 歳」「40 ～ 44 歳」
である。また、「20 ～ 24 歳」が多いのは留学生で
はないだろうか。「0 ～ 4 歳」は、小学校低学年世


















0～4歳 5～9 10～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60-69 70-79 80-89 90-99
人
〔図６〕芦屋市の外国人住民の年齢別人口推移（住民基本台帳より）






















































2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
出生率
〔図９〕芦屋市の外国人住民1世帯当たりの出生率
外国人住民 芦屋市 外国人住民 兵庫県























































































































































































29 28 35 37 39 42
34 35 29 32 31 40
57 57 52 48 42 52

























































































0 95 89 85 84 94
85 76 86 88 97 96
41 49 53 58 54 64
29 31 36 32 38 41
41 39 19 16 18 23
12 12 15 16
8 8 5 3


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































芦屋市 兵庫県 芦屋市 兵庫県
2013年 1.1% 0.9% 1.8% 1.9%
2014年 0.8% 1.0% 1.8% 1.9%
2015年 1.2% 1.0% 1.8% 1.8%
2016年 0.9% 0.9% 1.7% 1.8%
2017年 0.9% 1.0% 1.6% 1.8%

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































阪神 県内 阪神 県内
2013年 1位 7位 4位 20位
2014年 1位 7位 4位 23位
2015年 1位 5位 3位 22位
2016年 1位 5位 3位 21位
2017年 1位 4位 2位 29位















































































～ 4 位、兵庫県内では 20 位～ 29 位である。一方、
「複数国籍世帯率」は阪神地区でずっと 1 位のま










































































全児童（4,809 人）の 0.67％（32 人）
であるから、約 300 人に 1 人の割合で
在籍する。中学校では全生徒（1,612人）
に対して 0.93％（15 人）であるから、






























































































































































は 33、市町・公民館主催は 17、ほか NPO・住民





















おとな 14人（10人） 12人 （5人） 88回 5.8人 182人
小学生 12人 （5人） 18人 （7人） 43回 53.8人 645人
中学生 7人 （5人） 15人 （5人）
高校生 7人 （3人） 8人 （4人）















　総人口 9 万人台で、面積も兵庫県で 2 番目に小












































































































今研究を 2017 年 9 月から本格的に始めた。
　今調査では、2012 年入管法等改正法の実施に
伴い、外国人住民の基本データが載せられた住民
基本台帳の各種統計を総務省ホームページや芦屋
市から得ることができた。従来、外国人のことに
関しては法務省の「在留外国人統計」と厚生労働
省の「人口動態」の統計資料しかなく、しかも都
道府県や政令都市などの統計しか掲載されないた
関西学院大学　人権研究，第23号　2019. 3
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